
養育費相談支援センターについて

○養育費の取り決め率・受給率の増
○ひとり親家庭の生活の安定・子どもの健やかな成長

○夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費の取り決めや確保をサポートする相談機関の確保
を図る。
○相談担当者の養成と各地の相談機関の業務支援を行う。

○養育費の取り決め率・受給率の増
○ひとり親家庭の生活の安定・子どもの健やかな成長

○夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費の取り決めや確保をサポートする相談機関の確保
を図る。
○相談担当者の養成と各地の相談機関の業務支援を行う。

養育費相談支援センター設置の趣旨

≪養育費の相談支援のスキーム≫

○養育費に係る各種手続について分かりやすい情報提供
→ＨＰへの掲載、パンフレットの作成

○地方公共団体等において養育費相談にあたる人材の養
成のためのプログラム作成と研修会の実施

○地方公共団体が行う研修への講師の派遣
○母子家庭等就業・自立支援センター等に対する支援

（困難事例への支援）
○母子家庭等に対する電話・メールによる相談

養育費相談支援センター

○リーフレット等による情報提供

○養育費の取り決めや支払いの履行・強制
執行に関する相談・調整等の支援

○母子家庭等への講習会の開催

母子家庭等就業・自立支援センター

・研修
・研修講師

の派遣
・サポート

・困難事例
の相談

国

委託

地方公共団体

実施・委託

電話番号：03-3980-4108
E-mail：info@youikuhi.or.jp

-
2
3
6
-



　　母子家庭の母等に対して、就業相談や就業支援講習会の実施、就業情報の 　　地方公共団体が指定する教育訓練講座を受講した母子家庭の母に対して、

　提供など一貫した就業支援サービスや養育費の相談など生活支援サービスを 　講座終了後に受講料の一部を支給する。

　提供する。 　○受講料の２割相当額（上限１０万円、下限４千円）

　　介護福祉士等の経済的自立に効果的な資格を取得するために２年以上養成 　個々の児童扶養手当受給者の状況・ニーズに応じ、自立支援計画書を策定し、

　機関等で修学する場合で、就業（育児）と修業の両立が困難な場合に、生活 ハローワーク等と連携のうえ、きめ細かな自立・就労支援を実施することを目的
　費の負担軽減のため、高等技能訓練促進費を支給する。 として、母子自立支援プログラム策定員を福祉事務所等に設置する。
　○修学期間の最後の1/3の期間（１２ヶ月を限度）

　○月額１０万３千円

　地域の実情に応じて、計画的に母子家庭等施策を実施できるよう、講じようと

する施策の基本となるべき事項、福祉サービスの提供や職業能力の向上の支援等

母子家庭等の生活の安定と向上のための措置に関する計画を策定する。
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①母子家庭等就業・自立支援センター事業 ②自立支援教育訓練給付金事業
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母子家庭の就業支援関係事業の実施状況等（平成20年10月１日現在）
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⑤母子家庭及び寡婦自立促進計画
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